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地域の未来を創る あなたの 挑戦 を応援。
東北からともに未来を⽣み出すプログラムです

http://www.reconstruction.go.jp/
募集要項

募集要項およびエントリーシートは上記URL「新着情報」よりご確認ください。
詳細URL︓ http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-13/20190410095928.html

東⽇本⼤震災の被災地復興及び地域
課題の解決につながるテーマ
※地域コミュニティの構築、防災活動を通じたまちづく
り、ボランティア等震災により流⼊した住⺠とのつなが
りの継続、等。より具体的テーマ例は募集要項参照。

東⽇本⼤震災の被災地復興及び地域
課題の解決につながるテーマ
※地域コミュニティの構築、防災活動を通じたまちづく
り、ボランティア等震災により流⼊した住⺠とのつなが
りの継続、等。より具体的テーマ例は募集要項参照。

採択予定件数８件

▼募集するテーマ▼募集するテーマ

５⽉８⽇ (⽔) 17:00までに
エントリーシートをEメール提出
※エントリーシートの様式及び提出先は募集要項を参照。

５⽉８⽇ (⽔) 17:00までに
エントリーシートをEメール提出
※エントリーシートの様式及び提出先は募集要項を参照。

▼応募⽅法▼応募⽅法

被災地における地域課題の解決に
取り組む団体
※被災地内の⾃治体、被災地での地域課題の解決に取り
組むNPO・⼀般社団法⼈・任意団体等。

被災地における地域課題の解決に
取り組む団体
※被災地内の⾃治体、被災地での地域課題の解決に取り
組むNPO・⼀般社団法⼈・任意団体等。

▼応募資格▼応募資格
エントリーシート内容とヒアリング
の結果を踏まえ審査・選定
※エントリーシートご提出後、シート記載の連絡先に
事務局から連絡の上、ヒアリング依頼を差し上げます。

エントリーシート内容とヒアリング
の結果を踏まえ審査・選定
※エントリーシートご提出後、シート記載の連絡先に
事務局から連絡の上、ヒアリング依頼を差し上げます。

▼選定⽅法▼選定⽅法

問合せ先
事務局
（株）⽇本総合研究所 担当 佐藤、和⽥
メール︓200010-jri_handson@ml.jri.co.jp
電話 ︓080-9674-5702/080-2583-3150



地域づくりハンズオン⽀援事業の概要

地域の担い⼿育成

交流⼈⼝

地域資源の活⽤

活動財源の確保

関係⼈⼝

コミュニティ形成

学びの場づくり ⽀援対象団体

専⾨家 復興庁

⾏政 NPO 外部
ﾊﾟｰﾄﾅｰ

地域住⺠ 関係⼈⼝

「三⼈四脚」
で取組推進

ハンズオン⽀援 と 交流会型研修 で地域課題解決を⽀援し、その成果を発信します

ハンズオン⽀援 では、地域と組織が抱える課題の解決に向けて、⽀援対象団体・専⾨家・復興庁の
「三⼈四脚」の連携を核にして、地域内外の多様な⼈々を巻き込みながら取り組み、「⾃⾛」を⽬指します。

課題解決に地域内外が連携して挑戦し⾃⾛する取組・体制を作り上げる

交流会型研修 では、ハンズオン⽀援対象団体（８団体程度）と⼀般公募する参加者（⾃治体・ＮＰＯ等）
が、取組内容や課題の共有・相互交流を⾏う、全４回の研修です。それぞれの取組の質を⾼めるとともに、
地域づくりにともに取り組む仲間との「緩やかなつながり」を築きます。また、地域づくりのノウハウを⾼め
取組へと活かすため、先進地域への訪問・先進地域のリーダーとの交流も⾏います。
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各団体のニーズ・課題やプロジェクトの成熟度等に応じた
きめ細やかかつ柔軟なハンズオン⽀援

⽀援例︓多様な⼈々と共創するためのスキル習得、現状把握とビジョン形成、対話と協働の場創出、
戦略的・計画的な事業の推進、多様な⼿段での財源確保、地域内外の多様な主体の巻込み、
「関係⼈⼝」とのつながりの場の構築 等をオーダーメードで⽀援

成果発表
次年度計画取組経過・成果に関する情報発信

第1回
(6⽉予定)
相互交流
年間取組計画の精査/
⾒直し等[１泊２⽇]

第2回
(9⽉予定)
先進地視察※
[１泊２⽇]

第3回
(11⽉予定)
先進地リーダー
による現場訪問※
取組状況共有[１泊２⽇]

第4回
(3⽉予定)
取組成果の共有
課題・展望共有
[１⽇]

※視察先選定は⽀援対象団体のニーズを踏まえて⾏う予定


